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【主担当部局：地域連携部】 

県民の皆さんとめざす姿（令和５年度末での到達目標） 

水や土地は、限られた貴重な資源であり、県民の皆さんの生活や経済活動にとって不可欠な基盤で

す。安全で安心な水資源がいつでも安定して使用できる基盤整備が進むとともに、市町、関係機関等

と連携した供給体制が確保され、水が大切に使用される社会が構築されています。 

また、計画的かつ適正な土地利用が図られ、自然環境と調和のとれた豊かな県土が次世代に引き継

がれています。 

 

主指標     

目標項目 
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

被災想定区域
等で地籍調査
に取り組む市
町数 

 22 市町 

 

23 市町  25 市町 

21 市町     

目標項目の説明と令和３年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

大規模災害時の浸水想定区域や土砂災害警戒区域などの被災想定区域等で地籍調査を推進
する市町の数 

３年度目標値 
の考え方 

直近の地籍調査の実績を考慮したうえで、単年度ごとに 1市町増加することをめざし、目標
値として設定しました。 

 

副指標   

目標項目 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標達成 

状況 
目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

管路の耐震適合

率 

 63.6％ 

 

64.9％        66.3％ 

 63.1％           

地籍調査の効率

化に取り組んだ

市町数 

 19 市町 

 

20 市町        22 市町 

18 市町           

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ「守る」～命と暮らしの安全・安心を実感できるために～ 

 Ⅰ－１ 防災対策 

   Ⅰ－１－１ 防災対策の推進   

   Ⅰ－１－２ 治山・治水・海岸保全対策の推進 

水資源の確保と土地の計画的な利用 

 

 



現状と課題    

①水道事業については、人口減少などの社会情勢の変化に対応するため、経営安定化への取組が必要

となっているとともに、大規模地震による被害発生時などにおいては、水の供給等、行政区域を越

えた連携の重要性が高まっています。また、県が供給する水道用水、工業用水の施設についても、

地震による被害や経年による老朽化が懸念されています。こうした中で、将来にわたって県民の暮

らしの安全・安心の確保と地域経済の発展に寄与していくため、持続可能な水の安全・安定供給の

実現に向けて、引き続き取り組んでいく必要があります。さらに、渇水時における水不足を解消す

るため、安定的な水資源の確保に取り組む必要があります。 

②土地は限られた貴重な資源であり、計画的かつ適正な土地利用を図る必要があります。円滑な土地

利用を図るため、市町とともに地籍調査を進めていますが、令和元年度末時点の進捗率（9.6％）は

全国平均（52％）を下回っており、限られた財源の中で効果的かつ効率的に地籍調査を進める必要

があります。このため、引き続き、大規模災害時に備えた復旧・復興対策の推進やインフラ整備の

円滑化など、緊急性が高いと考えられる地区に注力し、市町等と連携して地籍調査を推進していく

必要があります。 

 

令和３年度の取組方向   

 

①生活や産業活動に不可欠な水を安定して供給するため、長良川河口堰建設事業に伴う工業用水に係 

る管理費等について、引き続き一般会計から工業用水道事業会計に出資し、長期的な視点から水資 

源の確保を図ります。 

②効果的かつ効率的な地籍調査の実施にあたっては、南海トラフ地震等の大規模災害時に備えた防

災・復旧対策の推進や、インフラ整備の円滑化など、国の予算要求の考え方にも着目し、限られた

財源の中で、緊急性が高いと考えられる地区を重点的に推進します。また、国に対して、国直轄事

業で行われる基本調査が幅広い地域において実施され、市町が活用しやすいものとなるよう要望す

るとともに、市町に対して、新技術の導入や、国直轄事業の成果を活用した地籍調査などを推進す

るよう、普及啓発や情報提供を行うことで、市町の理解や協力が得られるよう努めます。加えて、

休止市町に対しても、引き続き、地籍調査の重要性や効果を説明し、事業の再開に向けた働きかけ

を行っていきます。 

 

 

③水道事業等における施設整備や耐震化などのライフライン機能強化の促進を図ります。引き続き、

認可等に係る指導監督および立入検査を行うとともに、県内市町水道事業が持続的な経営をしてい

けるよう、水道の基盤強化に向けた取組を進めます。また、県内市町水道事業者との情報伝達訓練

など、災害時における応急給水活動の連携強化に向けた取組を行います。 

 

 

④「安全で安心な水道用水」と「良質な工業用水」を安定して供給するため、引き続き ISO9001 を活

用し、品質管理の徹底と業務改善に取り組むとともに、老朽化対策や耐震化等の施設の改良を計画

的、効率的に実施します。 

 

 

 

地域連携部 

企業庁 

環境生活部 



主な事業 

 

①工業用水道事業会計出資金【基本事業名：35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】 

予算額：(R2) ３２１，１７０千円  →  (R3) ３１８，１０２千円 

事業概要：県勢振興のため先行的に確保している水源の工業用水に係る管理費等について、一般会  

計から工業用水道事業会計に出資します。 

 

②地籍調査費負担金【基本事業名：35402 土地の基礎調査の推進】 

予算額：(R2) ２２８，００７千円  →  (R3) ３５６，７７７千円 

   事業概要：土地取引の円滑化や土地資産の保全、災害復旧の迅速化等に資するため、地籍の明確化 

を図ることとし、地籍調査を実施する市町に対して、その取組を支援します。 

 

③（新）測量成果活用型地籍整備推進費【基本事業名：35402 土地の基礎調査の推進】 

予算額：(R2)    －   千円  →  (R3) ３，２８２千円 

事業概要：公共事業等の既存測量・調査の成果を活用した地籍調査の推進を図るとともに、市町に 

おける同手法の活用を働きかけます。 

 

 

④水道事業等指導事業【基本事業名：35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】 

予算額：(R2) ５，４９２千円  →  (R3) １４，４９１千円 

事業概要：水道事業認可、水質検査精度管理、水道事業者への立入検査および交付金事業に係る指 

導監督を行うことで、安全・安心な水の安定供給を図ります。また、県内市町水道事業 

が持続的な経営をしていけるよう、水道基盤強化に向けた取組を進めます。 

 

⑤生活基盤施設耐震化等補助金【基本事業名：35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】 

予算額：(R2) １，４７９，１９８千円  →  (R3) １，０５３，８９７千円 

事業概要：水道事業等を行う市町等に対し国交付金を財源とした助成を行い、水道施設の耐震化や 

老朽化対策および水道事業の広域化の取組を支援します。 

 

⑥水道事業会計支出金【基本事業名：35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】 

予算額：(R2) ６８９，１５４千円  →  (R3) ３３９，９３０千円 

事業概要：水道広域化施設等に対し、一般会計から水道事業会計に出資・補助を行い、地方公営企 

業の経営健全化を促進し、その経営基盤の強化を図ります。 

 

 

⑦水道施設改良事業【基本事業名：35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】 

  予算額：(R2) ６，２２９，２３０千円  →  (R3) ４，５４９，５５９千円 

  事業概要：水道用水を安定的に供給できる施設機能を維持するため、北中勢および南勢志摩水道用

水供給事業の施設の更新や改良等を計画的に行います。 

 

 ⑧工業用水道施設改良事業【基本事業名：35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】 

  予算額：(R2) ６，１２１，７５９千円  →  (R3) ４，７３１，９７３千円 

  事業概要：工業用水を安定的に供給できる施設機能を維持するため、北伊勢、中伊勢および松阪工

業用水道事業の施設の更新や改良等を計画的に行います。 

地域連携部 

企業庁 

環境生活部 


